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レノボによる IBM（PC 事業部門）の買収 
（2005 年 11 月 8 日版） 

 

 5 

 

2005 年 5 月のある日の午後、レノボ（Lenovo Group Ltd.）の CEO であるスティーブ･

ウォードは、北京からニューヨークに移された統括本部の一室で、会長の楊元慶とともに今

後の経営のあり方について話し合っていた。昨年末の発表以来、急ピッチで進められてきた

IBM のパーソナル･コンピューティング（PC）事業部門買収の様々な作業が同月 1 日によう10 

やく終了し、法的手続きが完了したことを正式に発表した1ばかりだったが、彼らはこれから

が本当の始まりと考えていた。まだ 50 人ばかりの小さな本社であったが、彼らの議論する

内容は地球規模のスケールの大きいものであった。 
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買収の概要 

 

買収完了の発表に先立つ半年前の 2004 年 12 月 8 日、中国のレノボと米国の IBM コーポ

レーションは、レノボが IBM の PC 事業部門を買収することに関する最終合意書に署名した20 

と発表した。この買収により 2003 年の実績ベースで新レノボの年間販売総額はおよそ 130

億ドル、販売台数は 1,400 万台に達し、デル、ヒューレット・パッカード（HP）に続く、

                                                  
1 日本経済新聞 2005 年 5 月 2 日記事 
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世界第 3 位のパソコン会社が誕生することとなった。今回の買収は、中国企業による史上最

大の外国企業買収といったことから、業界のみならず、躍進する中国経済を象徴するものと

して全世界的に話題となった。トップ人事については、買収前のレノボの CEO であった楊

元慶は取締役会の会長（主席）に、創業者である柳伝志は非執行董事、そして新 CEO には

被買収側である IBM のシニア・バイスプレジデント兼パーソナル・システム・グループの5 

ゼネラル・マネジャーであるスティーブ・ウォードが就任すると発表された。買収後の本部

は、全体を統括するニューヨーク本部、北京の運営本部、米国ノースカロライナ州・ローリ

ー市の運営・販売経営本部の、三ヶ所の本部を設立することになった2。 
本買収に際して、レノボは現金と株式を合わせて合計 12 億 5,000 万ドルを IBM に支払う

ほか、約 5 億ドルの同部門の負債を引き継ぎ、取引総額は約 17 億 5000 万ドルとなった。レ10 

ノボはこの買収資金の調達のために、2005 年 3 月末には米国の財閥から 3.5 億ドルの出資を

受け、資本力を増強した。また IBMは、今後のパートナーシップのためレノボの株式の18.9％

を取得し、資本関係も結んだ3。 
資本関係を結んだ両社は、実際のビジネスの面においてもより強固なパートナーシップを

締結した。IBM はレノボにサービスと顧客融資を提供する推奨プロバイダーになり、一方の15 

レノボは IBM に PC を提供する推奨サプライヤーになる関係を結んだ。さらに買収後の数年

間、レノボの製品は両社の共同ブランドとして提供されることとなった。具体的には、｢IBM 

ThinkPad｣をメイン・ブランドとして使用し、段階的にレノボブランド「レノボ ThinkPad」

の製品に移行していくとされたが、最終的な計画は買収後に決められることになった4。この

措置は、買収後の製品の品質やサービス低下を危惧し、既存の IBM ユーザーを失うという20 

事態に対処するためと受け止められた。 

 買収後のレノボの従業員は約 1 万 9,000 人になる5。4,000 人以上の中国勤務者を含む約 1
万人の IBM の従業員が同社に移籍する。IBM のノート型パソコンが世界市場で高い評価を

得ることとなった日本 IBM の大和事業所（神奈川県大和市）の研究開発部門も、レノボに

移籍することとなった。 25 

 

 

 

                                                  
2 CNET JAPAN ニュース記事[Lenovo の次期 CEO、今後を語る] John G. Spooner 2004/12/16 
http://japan.cnet.com/interview/story/0,2000050154,20079707,00.htm 
3 CNET JAPAN ニュース「IBM の PC 事業売却が正式決定--売却額は 17.5 億ドル」Michael Kanellos 2004/12/08  
http://japan.cnet.com/news/biz/story/0,2000050156,20079163,00.htm 
4 CNET JAPAN ニュース「レノボ、「ThinkPad」のブランド名を変更へ」Michael Kanellos 2005/03/22 
http://japan.cnet.com/news/tech/story/0,2000047674,20081486,00.htm 
5 CNET JAPAN ニュース「新生レノボ、IBM ブランドを活用した事業展開へ」藤本京子（編集部）2005/05/17  
http://japan.cnet.com/news/biz/story/0,2000050156,20083568,00.htm 
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買収発表後の政府と市場の反応 

 

米国政府にとっては、先端技術が中国に流出することと、今後米国政府はレノボという中

国企業から調達を行わなければならなくなることで、国の安全保障に関する懸念が生じた。

また IBM に対する市場の反応は、IBM のソリューションへ特化した戦略を評価するアナリ5 

ストがいる一方で、リスクを指摘するアナリストもいた。主なリスクとしては、IBM の PC

事業部門からの撤退により、製品ラインナップが縮小され、既存顧客からの支持を失うこと

や、先端技術の流出や今後のイノベーションに関する懸念であった。また、数年間の不振と

組織再編を経て、PC 事業を含むパーソナル・システムズ・グループはモバイル PC の売上

好調に後押しされて、売上高は増加に転じていた。業績が伸びているのに売却するのは馬鹿10 

げた行為との見方もあった。 

このような反応は、買収発表後、レノボの株価を一時的に急落させるという影響を及ぼし

た。しかし、2005 年 3 月 9 日、米国の対米外国投資委員会（CFIUS）による本買収に関す

る審査が完了し、事実上の承認が得られた6のをきっかけに、レノボの株価は上昇に転じた。 

  15 

 

買収に至るまでの両社の動き 

 

 IBM の戦略は明確であった。それは高付加価値のソリューション事業で世界的リーダーに

なることであった。そのためには、利益率の低い PC 事業から手を引き、IBM の付加価値を20 

最も生かせるエンタープライズ部門と SMB（小規模および中規模企業）部門に照準を合わ

せることが必要であった。そしてそのような戦略に沿った形で、IBM は何年も前からふさわ

しい PC 部門の売却先を探し求めていた。ただし、どこでもいいというわけではなく、IBM

の今後の戦略の実行局面において高い価値を生むパートナーを探していた。 

そんな中、2001 年に IBM はレノボをパートナーとして選び出し、PC 事業部門の売却を25 

提案した。しかしレノボはこれを断った。理由は、当時の中国の国内市場は拡大傾向で、レ

ノボの戦略は中国国内でのシェア拡大と多角化だったからである。また、中国は当時 WTO

に加盟していなかったことで国際展開を行う環境が整備されていなかったこともあった。 

その後レノボを取り巻く経営環境は激変した。2003 年に中国は WTO に加盟し、その結果

様々なグローバル企業が中国に押し寄せ、レノボは多角化したすべての事業でこれらの先進30 

                                                  
6 CNET JAPAN ニュース記事 2005 年 3 月 10 日「レノボによる IBM の PC 事業買収が大きく前進 米政府が承認」John 
G. Spooner (CNET News.com) 2005/03/10 
http://japan.cnet.com/news/biz/story/0,2000050156,20081208,00.htm 
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企業と競合しなければならなくなった。レノボは戦略の再構築を迫られることとなり、結局、

多角化したほとんどの事業から撤退して、再びパソコン事業に集中することとなった。そし

て中国国内市場では既に 3 割ほどのシェアがあったが、今後のさらなる成長のために海外市

場にも目を向ける必要があった。 

 5 
  
 

レノボの歴史 

 

 10 

中国科学院のリストラ 

 

 中国の科学技術関連の国家機関である中国科学院(Chinese Academy of Sciences)は 1980

年代に入ってから予算不足に苦しんでいた。こうした予算不足を解消するために科学院所属

のエンジニアや研究者のリストラが断行された。リストラと言っても社会主義体制の中で公15 

的な機関が自ら失業者を作るわけには行かず、リストラ時にスピンオフという形がとられて

いた。こうして 1984 年に生まれたのが「中国科学院計算所公司」、現在のレノボの前身に当

たる企業である。設立当初の中国科学院計算所公司の資本金は 20 万元（現在のレートで約

300 万円）、社員は 11 人だった。社内で経営知識もなく技術もない状態で中国科学院計算所

公司はカラーテレビの転売業を始めた。だが、数ヶ月で損を出しビジネスモデルの再構築に20 

取りかかる。再構築のための議論がなされていくうちに中国科学院計算所公司の経営陣はあ

る結論に達した。中国科学院に所属している間自分達の専門分野であった計算機の知識を駆

使し、当時誕生して間もなかったパーソナルコンピューターの輸入・販売業を手がけるべき

だという結論であった。また、転売業ですでに失敗をしていた中国科学院計算所公司の経営

陣は転売のみでなく販売したパソコンの取り付け・セットアップ・メンテナンスを積極的に25 

提供することで自社の競争優位性を確立すべきだと痛感していた。このようなビジネスモデ

ルで再度市場に臨んだ中国科学院計算所公司は大きな成功を収め、2 年あまりで利益剰余金

は 70 万元に達した7。 

 

 30 

 

 

                                                  
7 「中国産業のハンドブック」蒼蒼社 丸川知雄編 



 
 
 
 

90-05-5218 5

転売業者からの脱皮 

 

中国科学院計算所公司の創設者であり、前総裁の柳傳志(Liu ChuangZhi)は独自のビジネ

ス発展論を持っている。それは「貿・工・技」という 3 つの漢字に集約されている。「貿」

とは、企業の初期の段階で代理店として現地市場に商品を輸入し販売していくことである。5 

その後、資金が豊富になると既存のオープンソース技術を使用して独自な製品の開発･製造･

販売に転進する。これが「工」の段階である。そして最後の「技」とは、独自な技術を開発

し、それを基に真の意味でのイノベーションを提供する段階を指す8。 
この持論を裏付けるかのように中国科学院計算所公司は、1986 年に利益剰余金の 70 万元

を中国漢字変換ソフト開発に全額投資した。１年あまりで開発は終了し、製品が市場に投入10 

された。結果は予想以上に大きく発売後の 2 年間で中国科学院計算所公司の売上高は 24 倍

に膨れ上がった。また、この漢字変換ソフトは、「National Science-Technology Progress 

Award」を受賞することとなった。売上高の急激な増加や受賞などが中国科学院計算所公司

の知名度や信用力の向上に働いた。1989 年に中国科学院計算所公司はレノボの旧社名である

レジェンド（Beijing Legend Computer Group Co.）に社名を変更し、AST の中国本土総代15 

理店となった9。そして設立から 6 年した 1990 年に同社は自社ブランド“レジェンド”製品

の第一号の販売を開始した。 

 

 

市場の独占、そして「黒船」の襲来 20 

 

 1992 年までにレジェンドの国内シェアは 80％に達し、事実上の独占状態が続いていた。

だが、1992 年の鄧小平の「南巡講話」以降、一連の開放政策がすすみ、その結果として国内

市場に多くの米国の大手 PC メーカーが参入してきた。これによって同社の独占状態は終り

を告げ、同社のシェアも 2 割程度に落ち込んだ。これに対抗するために同社は普及版の PC25 

を開発し、国内シェアの回復や海外への輸出の切り札として積極的に市場へ投入していった。

だが、1995 年になってもレジェンドブランドの PC 製品は相変わらず「一世代遅れの中国産

パソコン」としてのイメージから抜け出すことが出来なかった。この頃、1986 年入社で 94

年に PC 部門のトップになった現会長の楊元慶(Yang YuanQing) は副総裁に昇進している。 

状況が変わり始めたのは 1996 年当たりからである。この頃から楊は業界から「迷走」と30 

呼ばれた行動に走り始める。その行動とは、米国メーカーPC と同等のスペックを持つ製品

                                                  
8 IT 産業ニュース配信インターネットサイト Wired.com 柳傳志氏とのインタビューより 
9 中川涼司「中国主要コンピュータ企業と企業家」 
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をやっとの思いで完成させた同社であったが、彼はその製品に対して大幅な割引を実施しな

がら市場に投入したのだった。PC 価格は 1997 年の時点で１万元（約 15 万円）を切ったも

ので当時としては破格値だった。そしてこのコストリーダーシップ戦略は大きな成功を収め

た10。1999 年までにレジェンドは国内トップシェアの地位に返り咲き、更にアジア地域にお

いて HP や IBM という実力企業を押しのけてトップシェアを獲得した。楊元慶の顔が「ア5 

ジアウィーク」の表紙を飾った。インタビューの中で、彼は自社の成功を振り返ってこう語

った。「外資は、たしかに中国市場開拓のために、経営陣の現地化(ローカライゼーション)を

進める。だが、多くの場合、中国現地法人のトップに座るのは台湾や香港系の華人たちだ。

彼らが、いまの中国の消費市場を本当に熟知していると言えるのか」11。 

 10 

 

事業ドメインの拡大 

 

 1996～2000 年の間に割安な PC 販売によって売上を伸ばすと同時にレジェンドはドメイ

ン拡大へ向けた多くの試みを行ってきた。１つは自社の小売チェーンの構築である。199815 

年に最初の「レジェンド･ショップ」を開店し、その後店舗数が 3000 店まで増えていく。ま

た同年にレジェンドが同社のパソコンのセットアップやメンテナンスの全自動化を実現させ

た「The Happy Family」というソフトウェアを販売し、ユーザーからの大きな支持を得る

に至った。 

 20 

 

新世紀のレジェンド 

 

 新世紀を迎えたレジェンドは、数年前の同社と比較できないほどの企業に成長していた。

レジェンドはハンセン指数構成銘柄になり、世界の PC ベンダートップ 10 にランクインし、25 

そして各金融機関が公開する「中国を代表する企業」リストに必ず載っていた。だが新世紀

のレジェンドは新たな飛躍をすでに始めていた。2001 年に楊元慶が社長兼 CEO に就任し社

内の全権を掌握した。そしてこれを機にレジェンドは、次々と新たな事業やコンセプトを打

ち出し始める12。 
 2001 年に「デジタルホーム」ビジョンが発表され、レジェンドが PC ベンダーのドメイン30 

                                                  
10 谷照明『走出危機』北京 経済日報出版社 
11 本田英夫編『中国のコンピュータ産業』 
12 聯想集団 2001/2002 Annual Report, 2002/2003 Interim Report 
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から本格的に脱皮するためのビジョンを持っていることが強調された13。2002 年になると同

社は Technology Era（同社のコア技術時代の幕開けという意味）の幕開けとなる第１回技術

革新コンベンション「Legend World 2002」を開催し、将来の技術開発・応用の構想となる

数々のプロジェクトの発表を行い大きな注目を集めた。それらを実証するかのように同年の

間にレジェンドが初のスーパーコンピュータを発表した。世界最速のコンピュータ上位 5005 

機種中に、同社のコンピュータが 43 位にランクインした14。 
 上記のような直接ビジネスにつながらないプロジェクトを発表すると同時に、レジェンド

は既存のドメインの拡大に努めていた。2002 年に携帯端末事業を立ち上げ、また 2003 年か

らは中国情報産業部科学技術局や中国の大手企業を含めた合同ソフトウェア開発体勢の発

足・運営の中心的な役割を果たした。そして同年、海外進出を本格化させるために、同社は10 

社名をレノボ（Lenovo Group Ltd.）に変更した。 

 

  

 

IBM の歴史 15 

 

 

1980 年代末 

 

1988 年、IBM の事業は好調であった。従来の DRAM(Dynamic Random Access Memory)20 

に比べ 4 倍も早いコンピュータ用メモリーチップを開発し、中小企業向けのコンピュータシ

ステムの”AS400”を発売し、また 1,000 件を越すソフトウエア・パッケージを発売するなど

快調に業績を伸ばしていた15。翌年、Intel 社の i486 プロセッサー内臓のコンピュータを発

売し、躍進を続けたかに見えたが、ジャック･クーラーがトップに就任すると巨大になりすぎ

た組織のリストラに乗り出した。米国内では設備の統合が行われた。開発、マーケティング25 

や本社組織の規模も縮小もされた。それでも従業員数は 38 万人以上であった。この年、売

上は 630億ドルと前年比 7%の伸びを見せたが最終利益は 40億ドルで前年比 4割下がる結果

となった。16 

 

                                                  
13 聯想集団ホームページ www.legend-holdings.com 
14 神州数碼 2001/2002 Annual Report, 2002/2003 Interim Report 
15 IBM Archives, Exhibits, History of IBM, http://www-03.ibm.com/ibm/history/history/year_1988.html 
16 IBM Archives, Exhibits, History of IBM, http://www-03.ibm.com/ibm/history/history/year_1989.html 
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1990 年代 

 

1980 年代末から 90 年の初頭にかけて IBM は混乱期に入った。PC 革命によりコンピュー

タ市場の中心は IBM が得意としていた企業向けより個人向けのデスクトップ市場へと移っ

ていった。92 年の業績は赤字に転落し、93 年には赤字が 50 億ドルにまで膨れた。93 年に5 

IBM は創業来初めて社外からトップを抜擢し、ルイス･ガースナーが CEO に就任した17。彼

はナビスコやアメリカン･エキスプレスで培った顧客志向の考えを軸に IBM の改革に乗り出

した。ガースナーは IBM の強みは顧客に対してのトータル・ソリューション（顧客に対し 2

つ以上の商品と提案をすること）と考え、ここに経営資源を集中させた。その他、IBM の商

品ラインの建て直し、組織のスリム化、コスト削減にも努めた。そして 94 年には改革の成10 

果が実り黒字に転換した。売上は 640 億ドルを突破し、最終利益は前年比 143%増の 30 億

ドルに達した18。95 年には将来の中国市場に目を付け、北京市の北西に R&D センターを設

立した。現在では 100 人以上の技師が中国の IT 市場開拓に努め、中国各地から人材を募集

している。この頃からインターネットの普及がコンピュータ業界の行く末を大きく左右し始

めたがガースナー率いる IBM はこのチャンスを見逃さなかった。IBM はここ数年間個人向15 

け市場に力を入れておりコンピュータのネットワーク時代に向けて準備を着々と進めた。97

年に IBM が開発した“ Deep Blue”と呼ばれるコンピュータのチェス・プログラムがロシ

ア出身の世界チェス・チャンピオンと対戦して勝利した。コンピュータが人間の知能を上回

ったことは世界を驚かせたと同時に議論の話題ともなった19。 
20 世紀が終わりに近づくと IBM は“e-ビジネス”に乗り出した。98 年、中国で最初の e-20 

ビジネスのプロパイダーとして名乗りを挙げた。その他、チャイナ･テレコムと協力して通信

市場の開拓に乗り出したり、中国政府の許可を得て中国の e-ビジネスを IBM のネットワー

ク技術などを使って開発して行くことに合意した20。この年、IBM は 2,000 万ドルを投資し

て香港と中国の国境の経済特別区の深仙市で 100%子会社のハードディスク工場を設立し中

国市場に足場を固めた21。99 年にはデスクトップ PC の脅威となる薄型・軽量型のノート PC25 

である ThinkPad を発売したり、ハードディスクの大容量の PC を次々に発売した。特許数

でも７年連続アメリカで１番多くの特許を取得し、技術革新は更に続いた。同年、従業は 30

万人までに減り、業績は売上 830 億ドルで最終利益も 80 億ドルに近づいた。IBM は 21 世

紀に向けて世界中のコンピュータをネットワークでつなげるビジネスを次世代のビジネス・

                                                  
17 IBM Archives, Exhibits, History of IBM, http://www-03.ibm.com/ibm/history/history/decade_1990.html 
18 IBM Archives, Exhibits, History of IBM,  http://www-03.ibm.com/ibm/history/history/year_1992.html 
19 Deep Blue – Wikipedia, the free encyclopedia, http://en.wikipedia.org/wiki/Deep_Blue 
20 IBM Archives, Exhibits, History of IBM,  http://www-03.ibm.com/ibm/history/history/year_1998.html, 
21 IBM Research China Research Laboratory http://www.research.ibm.com/beijing/ , 
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モデルと考えていた22。 

 

 

IBM の 2000 年以降 

 5 

 21 世紀の幕開けは Y2K 問題の影響で個人からのコンピュータの需要が伸び悩み、IT バブ

ルの崩壊で IBM にとって苦しい始まりとなった。2000 年には今後も伸び続ける e-ジネスを

サポートするための新時代サーバ“e-サーバ”を発売した。この製品は中小企業向けではあっ

たが、ハイスペックの Intel 社製のサーバ技術が内蔵され,メインフレーム･コンピュータクラ

スの技術を含んだ商品を手頃な価格で提供できたのが当り世界中で大ヒットとなった。23ま10 

た、2000 年のシドニーオリンピックのコンピュータ・マネジメントに大きく貢献した。オリ

ンピックの公式ウエブサイト、デスクトップ PC、およびポータブル・コンピュータの

ThinkPad が全てオンラインで繋げられオリンピック運営に大きく貢献した。2000 年のもう

一つの大きいニュースは300万ドルを投じて上海で半導体の工場の建設を決定したことであ

った24。これは中国の成長しつつある IT 産業に供給を狙ってのことであった。これまで IBM15 

はさかんに中国投資を行っており、同年までに IBM は 11 の中国の都市に拠点を構え、8 つ

のジョイント・ベンチャーを組んでいた25。2002 年、ガースナーは CEO を退き会長職のみ

に留まり、生えぬきのサミュエル･パルミサーノが社長兼 CEO となり IBM の実質的な舵取

りをすることとなった（ガースナーは 2002 年末で会長職も引退）。この年、IBM は相次い

でサーバや ThinkPad の新製品を発売し、技術革新面ではアメリカで 10 年連続トップで特20 

許数を取得する企業となったが、業績は不振に陥った。売上は 810 億ドルと少し下がり、最

終利益は 35 億ドルと大幅に下げてしまった。コンサルタント会社のプライス･ウォーターハ

ウス･クーパー社を 35 億ドルで企業買収したことが大きく影響した。262003 年には業績は大

幅に回復した。売上は 900 億ドルに迫り、最終利益も前年比 112%アップの 80 億ドルとなっ

た。引き続き新機種のサーバは次々に発売された。同年 1992 年に発売されたノート PC の25 

ThinkPad が累計販売台数 2,000 万台を突破した。また特許取得も重ねイノベーションを続

けるなど IBM は躍進を続けた。この年の一番のニュースは ABB 社との 10 億ドルの契約で

ある。この契約で IBM は ABB の 9 割近くのインフォメーション・システムの構築を下請け

                                                  
22 IBM Archives, Exhibits, History of IBM, http://www-03.ibm.com/ibm/history/history/year_1999.html, 
23 IBM Archives, Exhibits, History of IBM, http://www-03.ibm.com/ibm/history/history/decade_2000.html 
24 IBM to build $300 million state-of-the-art chip packaging facility in China, 
http://www.hoise.com/primeur/00/articles/monthly/AE-PR-11-00-64.html 
25 IBM to spend $400 million on Shanghai chip plant CNET News.com 
http://news.com.com/2100-1001-247688.html?legacy=cnet 
26 IBM Archives, Exhibits, History of IBM, http://www-03.ibm.com/ibm/history/history/year_2002.html 
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することになった。1,200 人もの ABB の従業員が IBM に移り、両社の結びつきを深めるこ

とにもなった。2004 年に入っても新機種のサーバの販売が続けられ、セキュリティーを強化

した指紋認証のポータブル PC の ThinkPad を発売するなど新製品販売は続いた。また、ニ

ューヨーク証券取引市場と共同で株取引売買の新マネジメント・システムの開発に乗り出し

た。IBM のコンピュータ、ソフト、とエンジニアを活用してネットワークを構築し、システ5 

ムのクラッシュを未然に防ぐのが狙いである。この年の 12 月に発表されたのはレノボへの

PC 事業（デスクトップ・ノート PC を含む）の売却である。12.5 億ドルで売却され、これ

により IBM は世界第 3 位のパソコン・メーカーの地位を失うことになった。売却手続きは

05 年 6 月までに完了させる予定となった。レノボとの契約後まもなく、IBM は新たな中国

戦略に出た。深仙工場を増床して新しくアジア市場向けのサーバーを製造することとなった10 

27。 

 

 

IBM の将来の展望 

 15 

IBM は個人向けのパソコン事業から離れ、将来は企業向けのソリューションサービスに力

を入れようとしている。ターゲットとなったのは、航空・宇宙、自動車、金融産業で、その

他に政府受注も狙っていた。IBM の狙いはこれらのターゲット顧客にハードウエアとソフト

ウェアを含めたマネジメント・システムを提供することである。最近の例としては証券会社

のチャールズ･シュワブに情報処理マネジメント・システムを入れ、処理時間が 4 分から 1520 

秒に短縮されたことで IBM は高い評価を得た。しかし、IBM が一社で全てをまかなうわけ

ではなく、将来の事業の成功のためにはオラクルなどの下請けの協力が必要である。今年だ

けでも 5 社(Avaki、Entropia など)とのソフトウェア開発会社と提携を結んだ。これらの下

請け会社がどう IBM のマネジメント・システムにあったソフトフエアを開発するかによっ

て IBM の将来が左右される。レノボに売却した PC 部門も今後は PC 端末に関する推奨ベン25 

ダーとしてソリューション開発の一翼を担う存在となり続けることになっている28。 

 

 

 

 30 

                                                  
27 IBM Archives, Exhibits, History of IBM, http://www-03.ibm.com/ibm/history/history/year_2003.html 
28 Charles Schwab leverages grid technology for business transformation, 
http://www-306.ibm.com/software/success/cssdb.nsf/CS/GJON-5XEPKE?OpenDocument/ 
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新レノボの今後 

 

 

世界市場の動向 5 

 

 2004 年のグローバル PC 市場は前年比 11.8％増の 1 億 8,900 万台であった（出荷台数）29。 

米国および EMEA（欧州・中東・アフリカ）地域における個人市場の一部で予測を下回るセ

グメントがあったものの、低価格化に加えパフォーマンスやワイヤレス・アクセス性が向上

したモバイル PC の販売を後押しし、全体としては予測どおりに推移した。 10 

市場ではデルがシェア 16.4％で全地域で堅調に実績を上げており、首位ベンダーとしての

位置付けをより強固にした。デルは第 4 四半期に部材価格の下落によって、製品の低価格化

を推し進め、結果として利益と市場シェアの両方を伸ばした。第 2 位のヒューレット・パッ

カード（シェア 14.6％）のパソコン出荷台数は 12%増加したが、第 4 四半期、米国市場およ

び EMEA 地域市場における販売鈍化の影響で、年末の時点では若干難局に直面し、同社の15 

成長率は世界平均を下回る結果となった。IBM（シェア 5.5％）は世界第 3 位のシェアだが、

事業部をレノボへ売却するため、この売却が完了すると IBM に代わってレノボが世界パソ

コン市場で第 3 位となる。ガートナー社によれば、「パソコン・ベンダーは非常に低い利益

率で事業を運営するというプレッシャーを受けており、これが IBM のパソコン市場からの

撤退につながった。今後、パソコン・ベンダー各社の統廃合はさらに進むことになる」と述20 

べた。世界市場における他のプレーヤーのシェアは、富士通/富士通シーメンス（3.8％）、エ

イサー（3.4％）であった。 

米国市場における 2004 年のパソコン出荷台数は、デスクトップ PC の出荷台数が予想を

下回る一方で、ノート PC 市場が非常に堅調に推移し、結果前年比 8.3%増の 6,230 万台であ

った。EMEA 地域市場における第 4 四半期のパソコン出荷台数は 11.7%増という結果で、世25 

界市場の平均成長率を若干上回っている。また依然として、モバイル PC の需要増加が市場

の成長を牽引しており、店頭で販売されるモバイル PC はその大部分が低価格モデルとなっ

ている。アジア太平洋地域市場 (日本を除く) における 2004 年第 4 四半期のパソコン出荷台

数 13.1%増であった。この地域では中国とインドが堅調に推移しており、数多くのベンダー

が価格攻勢と周辺機器やアクセサリのバンドル・サービスの提供などを意欲的に行い、需要30 

を刺激した結果であった。日本市場では、第 4 四半期のパソコン出荷台数は前年同期比 3.5%

                                                  
29 ガートナーデータクエスト、2004 年世界パソコン市場出荷速報（暫定値）、1/20/05 
http://www.gartner.co.jp/press/pr20050120-01.pdf 



 
 
 
 
90-05-5218 12

増となった。法人市場は買い換え需要期の後半に差し掛かりながらも、予測どおり底堅い伸

びを示す一方、大手ベンダー数社では個人市場向けの出荷が見込みよりも厳しく、日本市場

全体で予測をやや下回る結果となった。ラテン・アメリカ地域市場は最大の成長率を示し、

パソコンの出荷台数は前年同期比 24.7%増を記録した。この地域では、パソコンを所有する

意識が高まり、より安くより利用しやすいクレジット、低価格、新しいブランドの出現 (例5 

えば、メキシコにおけるゲートウェイ) が、パソコンの所有を促進している。 

 

 

補完関係 

 10 

 今回の買収について、IBM パーソナル･システムズグループのピーター･D･ホテンシャス 

バイスプレジデントは、次のように語った30。  
「IBM が誇る技術、リーダーシップ、組織、人員と、レノボが持つ優秀なプロダクト、ロ

ーコストを実現するサプライチェーンなどが組み合わせることで、新しい PC メーカーが誕

生する。新会社に移行後も、IBM が誇るプロダクトの優秀性、品質は維持できる」。 15 

デスクトップ、中国国内、低価格戦略、コンシューマをターゲットとするレノボと、ノー

ト PC、全世界展開、付加価値戦略、中堅・大手企業を対象とする IBM との組み合わせは補

完関係にあることを、この発言で強調したことになる。  

また、「レノボと一緒になることで、規模のスケールアップが図れること、Lenovo のコス

トを意識した戦略を導入できること、経営リソースを広範に投資できること、PC 事業に特20 

化したオペレーションが可能なため、企業として最高の効率が追求できることが、メリット

になる」とも語った。 

 

短期戦略 

 25 

IBM の PC 部門を買収した後のレノボの短期的な戦略について、楊会長は 4 つのフォーカ

スエリアを挙げた31。１つめはコーポレートガバナンスの強化である。買収後は組織を当面

の間レノボ・チャイナとレノボ・インターナショナル（旧 IBM の PC 部門）に分けてオペレ

                                                  
30 PC Watch、「Lenovo への売却について、ThinkPad の生みの親が会見～大和の技術者は ThinkPad は自分自身と思っ

ている」、2004.12.17 
http://pc.watch.impress.co.jp/docs/2004/1217/ibm.htm 
31 Lenovo Group Limited,「Financial Review 2004/05 Q3 Results Announcement」, Feb. 4, 2005 
http://www.pc.ibm.com/ww/lenovo/pdf/2004-05_q3_ppt_e4_0204_final_web.pdf 
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ーションを行ってゆくが、それらを円滑に統治する仕組みを作り上げる必要があるためであ

る。加えてグローバル市場におけるプレゼンスの高まりは外部のステークホルダーが飛躍的

に増えることでもあり、米国流の透明性ある経営にシフトする必要性があるためである。２

つめは R&D 部門を引き続き強化し、イノベーションを創出し続けることである。今まで数

多くの“世界初”の技術を生み出してきた IBMのリソースを加えたレノボのR&Dチームは、5 

中国・米国・日本の 3 拠点を中心に顧客にとっての PC の生産性を最大限上げることを目指

すことになる。３つめは調達とサプライチェーンにおけるシナジーの実現である。世界シェ

ア 3 位の地位を利用し、サプライヤーとの交渉力を強化することにより一層のコスト削減を

図ることを狙いとしている。４つめは買収後の統合を円滑にすすめるために、レノボ・チャ

イナとレノボ・インターナショナルは当面独立して運営を行うこととしている。実務面での10 

リーダーシップチームも基本的に変更することなく、それぞれのビジネスのパフォーマンス

を維持しながら少しずつ統合を行うことになる。 

 世界的に見ればまだまだ知名度の低いレノボにとって IBM との戦略的パートナーシップ

を強調することは極めて重要である。Computer World が今回の買収について米国の IBM ユ

ーザーに調査をしたところ、回答者の多くは、レノボが PC 事業を引き継いだあとの IBM ブ15 

ランドの行方や、製品のサポート・サービスが保たれるのかどうかといった懸念を抱いてい

る32。今後 5 年間は IBM ブランドを使い続けることが出来るが、同時に今回の買収で手に入

れたThinkブランドやレノボブランドを5年後までに自社のブランド価値を高めてゆく必要

があるといわれている。サポート体制についてはレノボが IBM へサポート業務をアウトソ

ースする形を取り今までと変わらぬサービスの提供を約束している。IBM 側にとっても今後20 

の中国市場でのソリューションビジネスの成長や PC ベンダーとしてレノボは戦略的に重要

なパートナーであり、18.9％の株式を持つ大株主でもあるため、両社の関係は長期的なもの

であると強調している。 

 

 25 

会長 楊元慶 

 

「夢の世界の出来事のようだった」。2004 年 12 月、北京のホテルで開いた記者会見でＩ

ＢＭから話を持ちかけられた時の感想を問われ、総裁（当時）の楊元慶（40歳）はこう答

                                                  
32 パトリック・ティボドー／キャロル・スリワ／トム・クラジット、「IBM が PC 事業を中国レノボに売却！ 企業ユーザ

ーの反響製品、ユーザー・サポート、そして“IBM クオリティ”はどうなる？」、2005.2.18（Computerworld 米国版 2005
年 3 月号掲載分） 
http://www.computerworld.jp/bn_select/all/13801.html 
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えた。世界に飛躍する中国企業への祝福ムードと高揚感に包まれた会場で、業界関係者や政

府の役人、記者ら数百人が、40 歳の若い立役者に惜しみない拍手を送った。中国紙は「蛇が

象をのみ込んだ」と興奮ぶりを伝えた。楊は国産パソコンを、中国市場でシェア３割を占め

る業界トップに育てた手腕が評価され、中国では若手経営者の旗手としてよく知られていた。

「優秀青年」「企業家の星」「アジアの星」など多くの称号を贈られ、「聯想論」の特集を組む5 

経済雑誌は軒並み売り上げを伸ばした。大学院でコンピュータを専攻した楊氏が入社したの

は 89 年だった。「頑張り屋」との評価を得て 5 年後には 29 歳でパソコン事業のトップに就

いた。「当時は会社の体を成していなかった」と振り返る。セールス部門と生産部門、調達部

門が勝手に計画を立てて連携できず、過剰在庫や品切れを頻繁に起こした。「生産計画は市場

に聞け」と今では当たり前の取り組みを徹底したことが創業者の柳伝志総裁（当時）に認め10 

られ、95 年、高級副総裁に就任。「聯想の未来は君に託すよ」と最高経営責任者（CEO）を

譲られたのは 01 年。まだ 36 歳だった33。 
 今回の買収で楊は、ステークホルダーの反対の嵐の中、一人説得を続け、最後には納得を

させた。そして買収後のCEOの座を IBM PC部門を率いてきたスティーブ･ウォードに譲り、

自らは取締役会の会長という立場にのみ留まるという意思決定を行った。 15 

 

 

CEO スティーブ･ウォード 

 

スティーブ･ウォードはグローバル企業となった新レノボの初代 CEO に就任した。前職は20 

IBM のシニア・バイスプレジデント兼パーソナル・システム・グループ（PC 部門、小売店

部門、プリンター部門を含む）のゼネラル・マネジャーであった34。彼はカリフォルニア･ポ

リテクニック大学で機械技師の学位を取得し、IBM に入社、以後の勤続 26 年の間、製品開

発、製造管理、そして様々な上級管理職の地位を経験した。ThinkPad の開発にも携わった。

その ThinkPad は 1992 年に発売され、その品質と耐久性から長年世界中で売れ続け、200325 

年には 2,000 万台の出荷を記録した。 

2005 年 3 月にカリフォルニアで IT 業界のリーダー、投資家、技術者を招いて開催された

PC フォーラムの会場のインタビューで彼は次のコメントを残した。   

「ThinkPad は、永遠のブランドだ。モバイル･コンピューティングの世界では、ThinkPad

                                                  
33 asahi.com、フロント・ランナー「IBM の事業を買収した中国の企業家 聯想（レノボ）総裁 楊 元慶さん（４０歳）」、

2005.4.16  
http://www.be.asahi.com/20050416/W11/0018.html 
34 Presenter's biography,Biographical information of frequent presenters to IBM webcasts, 
http://www.ibm.com/investor/events/bios.phtml 
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はアップルのパワーブックと並んで際立ったブランド価値を持っている。レノボ傘下に入っ

ても、研究開発は続けられ、イノベーションを起こし続けるだろう。ブランドについては、

レノボの名前が今後入るかどうかは慎重に判断する。」 

そして就任の記者会見では、「互いに異なる両社の強みを生かせば、パソコン事業のさらな

る発展が可能だ。IBM はノート・パソコンに強く、大規模企業を中心に、全世界でビジネス5 

を手がけている。これに対してレノボの強みは、デスクトップ・パソコンであり、成長著し

い中国での実績だ。互いに強みが異なるので、相乗効果を発揮できる。」と述べ、製品の品質

やサポート体制は今後も変わらないこと、新技術への投資は続けイノベーションを起こし続

けること、全世界での営業活動も継続することを繰り返し述べ、買収に伴う顧客や従業員の

混乱を抑えるコメントを続けた35。 10 

 

 

 

1984 年に北京の片隅で 11 名の研究者が始めたレノボは、20 年あまりで社員 19,000 人に

まで成長し、世界第 3 位の PC メーカーにまで上り詰めた。成熟産業となった世界のパソコ15 

ン市場で、世界第 3 位の地位をどう生かすのか。当面の業績維持のために採った組織の「一

国二制度（レノボ･チャイナとレノボ･インターナショナルをそれぞれ独立して運営してゆく

こと）」をどのようにして運営し、“ワン･レノボ”にしてゆくのか。世界に名高い IBM PC

のブランドの使用権を手に入れたが、期限は 5 年間である。そしてその IBM との今後のア

ライアンスをどう戦略的に活用してゆくのか。主要株主であり、設立以来支援をもらってき20 

た中国政府との関係を今後のグローバル展開の中でどのようにしてゆくのか。かつてない買

収劇をやり遂げたレノボだが、山積する課題の中で、何を重要視し、どこから手をつけてゆ

くのか。楊元慶とスティーブ･ウォードの議論は次第に熱を帯びていった。 

 

 25 

 

 

 

 

 30 

                                                  
35 日経コンピュータ、【IBM-聯想提携】「強みのシナジー効果でさらなる発展目指す」と聯想の新 CEO、大和田尚孝、

2005.1.5 
http://itpro.nikkeibp.co.jp/free/NC/NEWS/20050105/154431/ 
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